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▶ 欧州経営協議会指令の改正案 

▶ 多国籍企業における越境的合意に関する報告書 

▶ テレワークに関する報告書 

▶ 職場外での差別を撲滅する指令案 

▶ ロマの社会的インクルージョンのための報告書 

▶ 公益社会サーヴィスに関する報告書 

▶ 「尊厳ある労働」に関する報告書 

▶ 移民子女の教育に関する緑書 

▶ 越境的なヴォランティア活動に関する勧告案 

▶ 越境的医療の患者の権利に関する指令案 

▶ 電子カルテの越境的互換性に関する勧告 

▶ 電子医療のパイロットプロジェクト立ち上げ 

▶ 障碍者のインターネットアクセスの改善に向けたパブリックコメント 

〔特集〕EU新社会アジェンダ 
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《警告》 
 

 本紙は、欧州連合の各機関の特別な許

諾を得て欧州経済新聞社が作成した著作

物であり、その著作権は、国際条約およ

び関係各国の著作権法令により保護され

ています。本紙の記事の無断複製・無断

転載等は、欧州経済新聞社に対する著作

権侵害となるのみならず、該当する欧州

連合各機関に対する著作権侵害ともなり

ますので、固くお断りいたします。 

 

《免責》 
 

 本紙の作成にあたっては、細心の注意

のもとに翻訳・執筆・編集を行っており

ますが、情報の利用は自己責任で行って

いただきますよう宜しくお願いします。

本紙の情報を利用したことに起因するい

かなる損害についても、欧州経済新聞社

その他の関係者は一切の責任を負いませ

ん。 
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EUの新社会アジェンダ 
 

編集長 中村匡志 

 2008年7月2日・3日にEUの新社会アジェ

ンダが公表された。これは、19本ものイニシ

アティヴを包括するものであり、「再出発リ

スボン戦略」の後期（2008年～2010年）の

中心的な政策パッケージの一つとして、今後

のEU政策の展開において非常に重要な役割

を果たすことになる。そこで、今号はこの新

社会アジェンダについて特集を組むことと

し、その全貌を伝えるために大幅に紙面を割

くことにした。この注目すべきEUの新社会

アジェンダについて、このように包括的にそ

の全貌を伝える日本語メディアとしては、管

見の限り本紙が最速であると思われる。EU

において現在きわめてアクチュアルであるこ

のテーマの全貌をいち早く知るために、本紙

を活用していただければ幸いである。 

 なお、6月15日から7月14日に起こったそ

の他の出来事については、統計情報を除き、

次号において取り上げることとする。 

 今号の概観については、6～9頁の記事が提

供してくれるので（記事の並びもこの記事の

概観の通りにしてある）、今回はこの欄で特

に全体の概説を行う必要はない。そこで、今

回は、EUの新社会アジェンダの位置づけに

ついて、あらかじめ若干のコメントをするこ

ととしよう。 

 新社会アジェンダは、「社会」アジェンダ

という名を冠しているため、旧来の「社会国

家」政策の延長線上で捉えられてしまうおそ

れがある。もちろんそういう要素も含まれて

いないわけではないが、どちらかというと、

EUの基本価値の一つである自由主義市場経

済体制の十全な機能を目指すという側面のほ

うが強い。 

 すなわち、今回の社会アジェンダは、「機

会・アクセス・連帯」という副題が示すとお

り、機会とアクセスの平等を基調とする自由

主義市場経済思想と、結果平等による連帯を

基調とする社会国家思想が混合されたものと

いえるが、その混合の割合も、副題の割合ど

おり概ね2対1くらいと考えてよいだろう。 

 これは、新社会アジェンダの目的からすれ

ば当然のことである。つまり、新社会アジェ

ンダはリスボン戦略の3本柱（マクロ経済政

策・ミクロ経済政策・雇用政策）のうち雇用

政策に位置づけられるものであるが、ここで

は就業率の向上による労働市場の改善が目指

されており、そうだとすれば、労働市場に取

り込まれていない人々をそこに取り込んでい

くことが政策の中心となることになる。 

 すでに我が国でも、女性・障碍者・高齢者

の労働参加や、いわゆるニート層をどのよう

に労働市場に取り込んでいくかという問題が

知られているが、欧州においては、移民や流

動性、少数民族の問題なども絡んでくるため

問題は一層複雑となる。そして、これらの問

題を解決する基本原理として、EUは、「機

会平等」と「アクセスの平等」を選択したと

いうことである。これは、自由主義市場経済

の弊害を「修正」するという従来の「社会国

家」のアプローチとは異なり、むしろ、自由

主義市場経済の「機能不全」を取り除くこと

により、この体制をさらに強化することを目

的としていることを意味する。 

 この確固たる自由主義経済思想の基盤の上

に、結果の是正による欧州的な連帯の原理が

ところどころブレンドされている、と考える

と、今回の新社会アジェンダの全貌を統一的

な視点から捉えるのに役立つだろう。もっと

も、細かく見ると、連帯原理も実は自由主義

市場経済の発現に寄与するかたちで用いられ

ている場合が多いことに気付くはずである。

そもそもリスボン戦略が新自由主義経済思想

を基調とした戦略である以上、これは当然の

ことであり、事実、リスボン戦略全体から見

れば、旧来型の「社会国家」政策の結果であ

る雇用の硬直性や無意味な失業給付金等は、

むしろ経済の活力を奪う「戦略の敵」として

撲滅の対象とされているのである（フレクシ

キュリティ政策等）。 

 以上のような背景を参考としつつ、以下、

本文の詳細な記述をじっくりと堪能していた

だければ幸いである。 
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5～51頁は省略 

（サンプル版のため） 

 

 

フルバージョンの欧州経済新聞は 

下記よりご購入いただけます。 

 

 http://www.oushu.net/200807.php  

 

カード決済の場合、購入後すぐに 

読むことができます。 


